
運用報告書（全体版）
第73期

（決算日 2015年 1 月13日）

受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「大型株ファンド」は、このたび、
第73期の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<0701>

大型株ファンド

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 無期限

運 用 方 針
安定した収益の確保に重点をおき信託財産
の長期にわたる着実な成長を目標として、
安定的な運用を行ないます。

主要投資対象

わが国の証券取引所第 1 部上場株式の中か
ら、企業の安定性、収益性および成長性な
らびに株価水準などを勘案して選定した資
本金100億円以上の大型株

運 用 方 法

①長期的な観点に立って好利回り株を中心
に投資を行ないます。
②株式以外の資産への投資は、原則として
信託財産総額の₅₀％以下とします。

株式組入制限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、配当等収益と売買益（評価
益を含みます。）等の全額とし、分配対象額
から、原則として、配当等収益は全額分配
し、売買益も含めて安定した好分配の継続
をめざします。

東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号
お問い合わせ先（コールセンター）
TEL 0 1 2 0 ― 1 0 6 2 1 2
　　　（営業日の 9：00～17：00）
h t t p : / /www . d a iw a－am . c o . j p /



大型株ファンド

■最近 5 期の運用実績

決　　算　　期
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ

株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純資産
総　額（分配落） 税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₆₉期末（₂₀₁₁年 ₁ 月₁₁日） ₄₄₉ ₃ △ ₁. ₃ ₉₂₆. ₉₄ △ ₂. ₈ ₉₅. ₅ ₂. ₉ ₁, ₂₆₉
₇₀期末（₂₀₁₂年 ₁ 月₁₀日） ₃₅₂ ₅ △ ₂₀. ₅ ₇₃₁. ₉₃ △ ₂₁. ₀ ₉₄. ₅ ₃. ₁ ₉₄₇
₇₁期末（₂₀₁₃年 ₁ 月₁₀日） ₄₃₉ ₇ ₂₆. ₇ ₈₈₉. ₀₂ ₂₁. ₅ ₉₁. ₆ ₃. ₂ ₁, ₁₃₀
₇₂期末（₂₀₁₄年 ₁ 月₁₀日） ₆₇₉ ₈ ₅₆. ₅ ₁, ₂₉₈. ₄₈ ₄₆. ₁ ₉₄. ₉ ― ₁, ₆₁₄
₇₃期末（₂₀₁₅年 ₁ 月₁₃日） ₇₁₉ ₉ ₇. ₂ ₁, ₃₇₄. ₆₉ ₅. ₉ ₉₈. ₁ ― ₁, ₅₈₅

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移
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基準価額（左軸）　　　　純資産総額（右軸）

（注）期末の基準価額は分配金込みです。
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大型株ファンド

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₆₇₉円　期末：₇₁₉円（分配金 ₉ 円）　騰落率：₇. ₂％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

わが国の株式に投資した結果、国内株式市況の上昇を反映し、基準価額は値上がりしました。
◆投資環境について

○国内株式市況
国内株式市況は、期首より、新興国経済の成長鈍化やウクライナ情勢の悪化により下落しました。国内でも、₂₀₁₄年 ₄

月からの消費税率引上げの影響が不安視されたため、市況は ₅ 月中旬まで低迷した状態が続きました。 ₅ 月下旬からは、
米国経済の着実な回復や国内企業業績の改善、法人税率引下げ方針の決定、コーポレートガバナンス（企業統治）改革へ
の期待、円安の進行などにより株価は上昇しました。 ₉ 月下旬から₁₀月中旬にかけては、世界経済の先行き不透明感の高
まり、エボラ出血熱の感染拡大懸念、 ₂ 大臣辞任による国内政治不安などが重なり、株価は急速に下落しました。₁₀月下
旬以降は、日銀による予想外の追加金融緩和、ＧＰＩＦ（年金積立金管理運用独立行政法人）の国内株式運用比率の引上

年　　月　　日
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₁ 月₁₀日 ₆₇₉ ― ₁, ₂₉₈. ₄₈ ― ₉₄. ₉ ―

₁ 月末 ₆₃₈ △ ₆. ₀ ₁, ₂₂₀. ₆₄ △ ₆. ₀ ₉₆. ₈ ―
₂ 月末 ₆₂₄ △ ₈. ₁ ₁, ₂₁₁. ₆₆ △ ₆. ₇ ₉₂. ₁ ―
₃ 月末 ₆₂₁ △ ₈. ₅ ₁, ₂₀₂. ₈₉ △ ₇. ₄ ₉₂. ₉ ―
₄ 月末 ₆₀₀ △ ₁₁. ₆ ₁, ₁₆₂. ₄₄ △ ₁₀. ₅ ₉₄. ₀ ―
₅ 月末 ₆₁₈ △ ₉. ₀ ₁, ₂₀₁. ₄₁ △ ₇. ₅ ₉₅. ₀ ―
₆ 月末 ₆₅₀ △ ₄. ₃ ₁, ₂₆₂. ₅₆ △ ₂. ₈ ₉₅. ₀ ―
₇ 月末 ₆₇₀ △ ₁. ₃ ₁, ₂₈₉. ₄₂ △ ₀. ₇ ₉₈. ₃ ―
₈ 月末 ₆₇₂ △ ₁. ₀ ₁, ₂₇₇. ₉₇ △ ₁. ₆ ₉₈. ₅ ―
₉ 月末 ₇₀₃ ₃. ₅ ₁, ₃₂₆. ₂₉ ₂. ₁ ₉₅. ₃ ―
₁₀月末 ₆₉₄ ₂. ₂ ₁, ₃₃₃. ₆₄ ₂. ₇ ₉₆. ₆ ―
₁₁月末 ₇₄₂ ₉. ₃ ₁, ₄₁₀. ₃₄ ₈. ₆ ₉₇. ₇ ―
₁₂月末 ₇₄₂ ₉. ₃ ₁, ₄₀₇. ₅₁ ₈. ₄ ₉₈. ₀ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₁ 月₁₃日 ₇₂₈ ₇. ₂ ₁, ₃₇₄. ₆₉ ₅. ₉ ₉₈. ₁ ―
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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大型株ファンド

げ決定、円安の進行などを受け、株価は急速に上昇しました。₁₂月には、原油価格の急落からロシア通貨安・株安が進
み、一時、金融市場が全般的に不安定になりましたが、ＦＲＢ（米国連邦準備制度理事会）が金融政策の正常化に慎重な
姿勢を示すと市場は落ち着きを取り戻しました。

◆前期における「今後の運用方針」

運用リスクの管理を徹底しつつ、中長期的な観点から運用を行なうことにより、基準価額の向上に努める所存です。

◆ポートフォリオについて
株式組入比率は、期の初めより₂₀₁₄年 ₁ 月末にかけて、堅調な米国経済やＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）を通じた個人

投資家からの資金流入期待から、₉₇％程度まで引上げました。しかし、消費税率引上げの悪影響を警戒し、 ₄ 月末にかけて
は₉₂～₉₄％程度で推移させました。その後は、徐々に比率を引上げ、期末では₉₈. ₁％としました。

業種構成は、原油市況の下落による燃料費負担の軽減期待から陸運業や海運業などの組入比率を引上げました。一方、円
安進行の恩恵が相対的に少ないサービス業、金融緩和環境下でも上値が重い不動産業の組入比率を引下げました。

個別銘柄では、中枢タイトルの中国展開が期待されたスクウェア・エニックス・ＨＤ、円安や燃料安による業績底上げ期
待から川崎汽船などの組入比率を引上げました。一方、金融緩和環境下でも上値が重い大手不動産株や、主市場での競争激
化への懸念から本田技研を売却しました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。
参考指数（ＴＯＰＩＸ）の騰落率は₅. ₉％となりました。一方、当ファンドの騰落率は₇. ₂％となりました。主なプラス要

因として銘柄選択効果が挙げられ、円安による業績底上げやスマートフォン向け電子部品の販売が堅調だったアルプス電
気、中枢タイトルの中国展開が期待されたスクウェア・エニックス・ＨＤなどがプラス要因となりました。

（％）
8. 0
7. 0
6. 0
5. 0
4. 0
3. 0
2. 0
1. 0
0. 0

当　期
（2014. 1. 10～2015. 1. 13）

基準価額
ＴＯＰＩＸ
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大型株ファンド

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 口当り分配金（税込み）は ₉ 円といたしました。

■分配原資の内訳（ 1 口当り）

項 目
当 期

2014年 ₁ 月11日
～2015年 ₁ 月13日

当 期 分 配 金 （ 税 込 み ） （円） ₉
対 基 準 価 額 比 率 （％） ₁. ₂₄
当 期 の 収 益 （円） ₈
当 期 の 収 益 以 外 （円）  ₀

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額 （円） ₂₁₂
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ 1 口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₈. ₇₂円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀. ₀₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₁₈. ₇₃
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₁₉₄. ₀₀
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₂₂₁. ₄₆
（ｆ）分 配 金 ₉. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₂₁₂. ₄₆
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

《今後の運用方針》

　国内株式市場では、米国景気の回復や日銀による金融緩和政策、それらを受けた円安などが企業業績や株式需給に好影響を
与えると見込まれ、株価の上昇トレンドは維持されると想定しており、株式組入比率は₉₀％程度以上の高位を維持する方針で
す。業種構成では、中長期的な円安、金融緩和、インフレ、公共投資の増加などから恩恵を受けると思われる業種に注目しま
す。銘柄選定では、コスト競争力、技術力・開発力などを重視し、株価の割安性などにも注目し、投資していく方針です。

4



大型株ファンド

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₁ 月₁₁日から₂₀₁₅年 ₁ 月₁₃日まで）

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₄, ₄₃₉, ₁₇₁千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₁, ₄₇₃, ₄₅₄千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₃. ₀₁ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₁ 月₁₁日から₂₀₁₅年 ₁ 月₁₃日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株 数 金 額 株 数 金 額

国 内
千株 千円 千株 千円

₂, ₂₃₃. ₆  ₂, ₁₈₂, ₃₂₀ ₂, ₂₀₉. ₃ ₂, ₂₅₆, ₈₅₀ 
（△ ₉₄. ₅） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₁ 月₁₁日から₂₀₁₅年 ₁ 月₁₃日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
スクウェア・エニックス・ＨＤ ₃₁ ₅₄, ₀₃₄ ₁, ₇₄₃  住友不動産 ₁₆ ₆₈, ₂₅₂ ₄, ₂₆₅ 
日本電信電話 ₈. ₅ ₅₂, ₃₃₁ ₆, ₁₅₆  マツダ ₉₅ ₆₆, ₅₈₄ ₇₀₀ 
川崎汽船 ₂₀₀ ₅₀, ₈₁₁ ₂₅₄  三井不動産 ₂₁ ₆₆, ₅₃₃ ₃, ₁₆₈ 
三井物産 ₃₁ ₄₉, ₄₆₇ ₁, ₅₉₅  本田技研 ₁₅ ₅₂, ₄₃₆ ₃, ₄₉₅ 
国際石油開発帝石 ₃₀ ₄₅, ₇₉₃ ₁, ₅₂₆  日本電信電話 ₈. ₅ ₅₁, ₅₈₄ ₆, ₀₆₈ 
マツダ ₈₅ ₄₀, ₅₉₇ ₄₇₇  三井物産 ₃₁ ₅₁, ₀₀₈ ₁, ₆₄₅ 
野村ホールディングス ₆₀ ₄₀, ₄₄₃ ₆₇₄  ソフトバンク ₇ ₄₈, ₈₃₇ ₆, ₉₇₆ 
日本航空 ₈. ₅ ₃₉, ₈₁₆ ₄, ₆₈₄  国際石油開発帝石 ₃₀ ₄₂, ₈₃₁ ₁, ₄₂₇ 
島津製作所 ₄₀ ₃₈, ₁₂₉ ₉₅₃  ケネディクス ₁₀₀ ₄₂, ₄₆₉ ₄₂₄ 
ファナック ₂. ₂ ₃₆, ₄₉₈ ₁₆, ₅₉₀  セガサミーホールディングス ₁₈ ₄₁, ₂₅₂ ₂, ₂₉₁ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

■ 1 口（元本1， 000円）当りの費用の明細

項　　　目
当　　　期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₁. ₁₁～₂₀₁₅. ₁. ₁₃）
金　額 比　率

信託報酬  ₅円 ₀. ₇₇₈％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₆₅₈円です。

（投信会社）  （₃）  （₀. ₄₀₆） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₁）  （₀. ₂₁₆） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₁）  （₀. ₁₅₇） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₁   ₀. ₀₉₁  売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₁）  （₀. ₀₉₁） 

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₀   ₀. ₀₀₅   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （₀）  （₀. ₀₀₅） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計  ₆   ₀. ₈₇₄  

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。 
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して₁₀₀を乗じたものです。 
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大型株ファンド

■利害関係人との取引状況
（1）期中の利害関係人との取引状況

（₂₀₁₄年 ₁ 月₁₁日から₂₀₁₅年 ₁ 月₁₃日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 ₂, ₁₈₂ ₂₀₁ ₉. ₂ ₂, ₂₅₆ ₃₉₅ ₁₇. ₅ 

コール・ローン ₁₆, ₁₁₇ ― ― ― ― ― 

（2） 期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（₂₀₁₄年 ₁ 月₁₁日から₂₀₁₅年 ₁ 月₁₃日まで）
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） ₁, ₄₀₉千円 

うち利害関係人への支払額（Ｂ） ₃₅₉千円 

（Ｂ）／（Ａ） ₂₅. ₅％ 

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第₁₁条第 ₁ 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、日の出証
券、大和証券です。

■組入資産明細表
国 内 株 式

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

建設業（5． 0％）
安藤・間 ₅₀ ₅₀ ₃₈, ₀₅₀
清水建設 ₁₅ ₂₀ ₁₅, ₇₄₀
西松建設 ₅₀ ― ―
ＮＩＰＰＯ ₇ ― ―
積水ハウス ― ₁₅ ₂₃, ₃₄₀
日揮 ₄ ― ―

食料品（1． 2％）
森永製菓 ― ₆₀ ₁₉, ₃₂₀
日本たばこ産業 ₂ ― ―

繊維製品（―）
帝人 ₅₀ ― ―

パルプ・紙（1． ₆％）
日本製紙 ― ₁₅ ₂₄, ₇₀₅
レンゴー ₂₀ ― ―

化学（3． 3％）
住友化学 ₂₀ ― ―
東ソー ― ₁₅ ₈, ₈₆₅
ダイセル ₁₅ ― ―
タキロン ₄₀ ₃₅ ₁₈, ₆₂₀
ＤＩＣ ₆₀ ₆₀ ₁₆, ₆₈₀
日東電工 ₂ ― ―
信越ポリマー ₂₀ ₁₅ ₇, ₄₁₀

医薬品（1． 1％）
小野薬品 ₁. ₅ ₁. ₅ ₁₇, ₅₆₅

鉄鋼（0． ₉％）
新日鐵住金 ₁₀₀ ― ―
ＪＦＥホールディングス ₁₅ ― ―
日立金属 ― ₇ ₁₃, ₂₉₃

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

非鉄金属（1． 0％）
住友電工 ₉ ₁₀ ₁₄, ₉₆₅

金属製品（1． 0％）
三和ホールディングス ₂₀ ₂₀ ₁₆, ₂₈₀

機械（₉． ₉％）
タクマ ― ₃₀ ₂₃, ₇₀₀
ツガミ ― ₄₅ ₂₇, ₈₅₅
牧野フライス ― ₂₀ ₁₉, ₅₀₀
オーエスジー ₄ ― ―
住友重機械 ― ₅₀ ₃₂, ₂₀₀
クボタ ₁₀ ― ―
荏原製作所 ₄₀ ― ―
タダノ ₅ ₅ ₇, ₀₃₀
フジテック ₃₀ ₁₀ ₁₁, ₉₅₀
ＪＵＫＩ ― ₄₀ ₁₆, ₆₈₀
セガサミーホールディングス ₁₁ ― ―
イーグル工業 ₅ ― ―
マキタ ₃ ₃ ₁₅, ₆₃₀

電気機器（1₉． ₈％）
ブラザー工業 ― ₁₀ ₂₁, ₃₁₀
日立 ₂₁ ₃₁ ₂₇, ₄₂₅
日本電産 ₃ ― ―
オムロン ₄ ― ―
富士通 ― ₂₀ ₁₁, ₇₈₈
沖電気 ₂₀ ― ―
ソニー ₅ ₁₅ ₃₇, ₈₀₀
ＴＤＫ ― ₁. ₅ ₁₀, ₈₉₀
アルプス電気 ₁₃ ₂₅ ₅₉, ₈₀₀
キーエンス ₀. ₁ ₀. ₂ ₁₀, ₆₉₀

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

シスメックス ― ₅ ₂₆, ₀₀₀
スタンレー電気 ₃ ― ―
日本セラミック ₄. ₄ ₆ ₁₀, ₂₆₀
ファナック ₀. ₆ ₁. ₅ ₂₈, ₈₃₇
浜松ホトニクス ― ₃ ₁₇, ₀₁₀
村田製作所 ₃. ₅ ₃. ₅ ₄₆, ₇₇₇

輸送用機器（12． ₆％）
デンソー ₆. ₅ ₃. ₅ ₁₈, ₉₀₇
川崎重工業 ₈₀ ₅₀ ₂₇, ₅₀₀
日産自動車 ― ₁₅ ₁₅, ₀₇₅
いすゞ自動車 ― ₂₂. ₅ ₃₃, ₄₄₆
トヨタ自動車 ₇ ₇. ₅ ₅₆, ₃₉₂
マツダ ₁₀₀ ₁₀ ₂₆, ₀₈₀
本田技研 ₁₅ ― ―
スズキ ― ₅ ₁₈, ₀₅₇
富士重工業 ₃ ― ―

精密機器（₆． 3％）
テルモ ― ₆ ₁₆, ₄₈₂
島津製作所 ― ₁₅ ₁₈, ₈₈₅
オリンパス ₆ ₁₀ ₄₁, ₇₅₀
セイコーＨＤ ― ₃₀ ₂₀, ₄₀₀

その他製品（0． ₄％）
バンダイナムコ HLDGS ₈ ― ―
任天堂 ― ₀. ₅ ₆, ₁₃₂

電気・ガス業（―）
北海道電力 ₂. ₅ ― ―

陸運業（3． 5％）
東日本旅客鉄道 ― ₂ ₁₇, ₈₀₂
セイノーホールディングス ― ₃₀ ₃₆, ₀₆₀
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大型株ファンド

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₁ 月₁₃日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
株         式 ₁, ₅₅₅, ₈₈₀ ₉₆. ₀ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₆₅, ₃₆₆ ₄. ₀ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₁, ₆₂₁, ₂₄₇ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₁ 月₁₃日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 1， ₆21， 2₄7， 2₄₆円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₅₇, ₀₉₆, ₈₃₈
株 式（評価額） ₁, ₅₅₅, ₈₈₀, ₉₅₀
未 収 入 金 ₇, ₆₄₁, ₄₅₈
未 収 配 当 金 ₆₂₈, ₀₀₀

（Ｂ）負 債 35， 2₉3， 015
未 払 金 ₉, ₁₁₅, ₈₈₆
未 払 収 益 分 配 金 ₁₉, ₈₅₇, ₉₀₆
未 払 信 託 報 酬 ₆, ₂₇₅, ₇₂₄
そ の 他 未 払 費 用 ₄₃, ₄₉₉

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 1， 5₈5， ₉5₄， 231
元 本 ₂, ₂₀₆, ₄₃₄, ₀₀₀
次 期 繰 越 損 益 金 △ ₆₂₀, ₄₇₉, ₇₆₉

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 2， 20₆， ₄3₄口
1 口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 71₉円

＊ 期首における元本額は₂, ₃₇₇, ₃₁₄, ₀₀₀円、当期中における追加設定元本額は
₃, ₀₀₇, ₀₀₀円、同解約元本額は₁₇₃, ₈₈₇, ₀₀₀円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₇₁₉円です。
＊当期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は₆₂₀, ₄₇₉, ₇₆₉円です。

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

海運業（₆． ₆％）
日本郵船 ₃₀ ₅₀ ₁₇, ₇₅₀
川崎汽船 ₃₀ ₂₀₀ ₆₇, ₂₀₀
NS ユナイテッド海運 ― ₅₀ ₁₈, ₄₅₀

空運業（1． 2％）
日本航空 ₃ ₅ ₁₈, ₉₀₀

情報・通信業（10． 3％）
伊藤忠テクノソリュー ― ₆ ₂₅, ₃₈₀
スクウェア・エニックス・HD ₁₄ ₃₀ ₇₂, ₇₅₀
ＳＣＳＫ ₄ ₆ ₁₈, ₁₅₀
コナミ ₂ ₄ ₈, ₁₈₄
ソフトバンク ₇. ₅ ₅ ₃₅, ₇₄₀

卸売業（1． 2％）
伊藤忠 ₂₅ ― ―
三菱商事 ₁₁ ₅ ₁₀, ₄₄₂
サンリオ ₀. ₅ ₃ ₈, ₉₈₈

小売業（2． 0％）
AOKI ホールディングス ₅ ― ―
アークス ― ₆ ₁₄, ₂₆₂

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

ファーストリテイリング ₀. ₁ ₀. ₄ ₁₇, ₄₃₀
銀行業（₄． 3％）

三菱 UFJ フィナンシャル G ₈₀ ₃₀ ₁₈, ₈₉₁
三井住友フィナンシャル G ₇ ₆ ₂₄, ₃₀₆
静岡銀行 ― ₁₀ ₁₀, ₃₆₀
山陰合同銀行 ― ₁₅ ₁₃, ₀₉₅
みずほフィナンシャルＧ ₁₅₀ ― ―

証券、商品先物取引業（2． 5％）
ジャフコ ₃ ― ―
野村ホールディングス ₂₀ ₆₀ ₃₈, ₇₆₆
岡三証券グループ ₁₀ ― ―

保険業（―）
東京海上ＨＤ ₃ ― ―

その他金融業（2． 3％）
オリックス ₁₈ ₁₆ ₂₂, ₂₁₆
三菱ＵＦＪリース ― ₂₅ ₁₃, ₁₂₅

不動産業（2． 0％）
三井不動産 ₁₅ ₂ ₆, ₂₉₉
三菱地所 ₅ ₁₀ ₂₄, ₂₆₀

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

東京建物 ₁₀ ― ―
ダイビル ₆ ― ―
住友不動産 ₁₀ ― ―
テーオーシー ₁₀ ― ―

サービス業（―）
ケネディクス ₇₀ ― ―
オリエンタルランド ₀. ₆ ― ―
リゾートトラスト ₆ ― ―

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 ₁, ₄₆₉. ₈ ₁, ₃₉₉. ₆ ₁, ₅₅₅, ₈₈₀

銘柄数＜比率＞ ₇₆銘柄 ₆₉銘柄 ＜₉₈. ₁％＞

（注 ₁ ） 銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する
各業種の比率。

（注 ₂ ） 合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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大型株ファンド

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₁ 月₁₁日　至₂₀₁₅年 ₁ 月₁₃日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 21， ₄0₄， ₄₄1円

受 取 配 当 金 ₂₁, ₃₄₅, ₉₄₆
受 取 利 息 ₄₀, ₄₅₂
そ の 他 収 益 金 ₁₈, ₀₄₃

（Ｂ）有価証券売買損益 ₉₈， 31₈， ₈1₉
売 買 益 ₃₀₈, ₆₀₀, ₅₉₇
売 買 損 △ ₂₁₀, ₂₈₁, ₇₇₈

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ 11， ₉₈2， 5₉0
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 107， 7₄0， ₆70
（Ｅ）前期繰越損益金 25₈， 0₉₆， ₄22
（Ｆ）追加信託差損益金 △ ₉₆₆， ₄5₈， ₉55

（配 当 等 相 当 額）（ ₄₁, ₃₃₃, ₀₄₆）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₁, ₀₀₇, ₇₉₂, ₀₀₁）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） △ ₆00， ₆21， ₈₆3
（Ｈ）収 益 分 配 金 △ 1₉， ₈57， ₉0₆

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） △ ₆20， ₄7₉， 7₆₉
追 加 信 託 差 損 益 金 △ ₉₆₆, ₄₅₈, ₉₅₅

（配 当 等 相 当 額）（ ₄₁, ₃₃₃, ₀₄₆）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₁, ₀₀₇, ₇₉₂, ₀₀₁）
分 配 準 備 積 立 金 ₄₂₇, ₄₆₅, ₄₂₅
繰 越 損 益 金 △ ₈₁, ₄₈₆, ₂₃₉

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₁₉, ₂₆₁, ₉₅₄円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₄₁, ₃₃₃, ₀₄₆
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₄₂₈, ₀₆₁, ₃₇₇
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₄₈₈, ₆₅₆, ₃₇₇
（ｆ）分 配 金 ₁₉, ₈₅₇, ₉₀₆
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₄₆₈, ₇₉₈, ₄₇₁
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₂, ₂₀₆, ₄₃₄口
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大型株ファンド

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1 口 当 り 分 配 金 ₉円

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、₂₀. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用があります。）を選択するこ
ともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　201₄年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。
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